工作機械製造業

　平成21年に大きく落ち込んだ受注は、その後22年に持ち直し、23年には回復が続いている。その牽引役は中国などのアジアを中心とした外需である。

需要業種別にみると、自動車や電気・精密機械等向けの中小型が一足早く回復しているのに対し、府内メーカーが主に手がける大型輸送・重電・建設機械等向けの大型は、23年に入った頃からようやく引き合いや受注が活況を呈しはじめた。
現在、韓国や台湾との競争が増しており、新興国の急拡大する需要を取り込むには、更なる海外展開が必要とされている。また、今後、深刻化するだろう東日本大震災の影響が危惧されている。
業界の概要

工作機械とは、機械およびその部品の製造加工のために使用される機械、またはそれを構成する部品を加工生成するために特別に工夫された機械のことであり、「機械を生み出す機械」または「機械の母」とも呼ばれる。

工作機械には旋盤、ボール盤、中ぐり盤、フライス盤、研削盤、歯切り盤など様々な種類がある。また、一台で様々な加工機能を併せ持つマシニングセンターもある。これらの汎用機の他に、特定の加工工程を対象として特別に設計・製造された専用機もある。

工作機械業界は、戦前・戦中に軍需産業に依存しながら発展してきた。戦後も、国の支援などを受け、海外から高度な技術を取り入れて成長してきた。この結果、わが国の工作機械業界は、小型のＮＣ（数値制御）工作機械を中心に輸出を伸ばし、現在では、世界一の生産国になっている。

工作機械の受注・生産・販売については、ユーザー業界の設備投資動向に大きく影響を受けるため、その変動は非常に激しいという特徴をもつ。

業界を構成する企業の規模については、汎用機の大量生産を手掛ける大手メーカーがいくつか存在する一方で、専用機の生産を中心に取り扱う中小メーカーが多数存在する。

高い精度の技術が必要とされるこの業界では、熟練労働者が欠かせない。最近では、熟練労働者の大量退職や後継者不足による事業継承危機が問題となっており、早急な対策が必要とされる。
大阪の地位

大阪府内の平成21年の事業所数は60、従業者数は2,175人、製造品出荷額等は519億円であり、対全国シェアは、それぞれ9.2％、5.0％、4.9％である（大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表（産業編）』、従業者４人以上）。

大阪府内のメーカーの特徴は、汎用機を大量生産する大手メーカーではなく、専用機あるいは大型もの向けをオーダーメイドで製作する中小メーカーが多数存在しているという点である。

受注は中国を中心とした外需主導で回復

21年に大きく落ち込んだ業界全体の受注は、22年に持ち直し始め、直近のピーク時である19年に比べて６割程度回復し、23年に入っても回復傾向は続く。

受注先をみると、国内が３割、海外が７割で、もっぱら外需中心である。外需の国・地域先をみると、米国は最近になってようやく回復気味だが、欧州はいまだ低迷が続く。他方、アジアは急激に回復しており、特に中国向けはアジアの６割、外需全体の３割を占めるまでに拡大している。
大型工作機械の回復状況はユーザーの業種に依存
自動車や電気・精密機械向けの中小型ものはすでに順調な回復軌道にある。それに比べて、府内メーカーが多く手がける大型輸送・重電・建設機械向けの大型ものの回復は、23年に入ってようやく引き合いが活況になり始め、受注も回復しはじめている。
大型ものの回復度合いは、ユーザーの業種によって多種多様である。航空機、建設機械などの部品（ユニット）向けのものは回復軌道にある。航空機は国内メーカー、建設機械は中国現地の日系あるいはローカルメーカーを中心に受注が活況である。重電のなかでも原子力発電向けは、世界のエネルギー転換政策による原発建設ラッシュを背景に、国内外のメーカーからの受注が好調である。他方、直前の好況期で好調であった風力発電向けは停滞が続き、特に欧州からの受注はストップ状態にあるという。大型輸送関係では、鉄道車両やインフラなどが、中国および最近ではインドなどの新興国を中心に受注が盛んである。造船は、中国を中心とする海外からの受注が旺盛であるが、今は一時期と比べて一息ついている状態である。
海外展開の事情

大型ものでも、最近は韓国や台湾の製品レベルが上がっており、新興国市場では脅威となっている。また、中国と台湾の間では、経済協力枠組み協定（ECFA）が締結、発効され、関税が段階的に下げられ数年後にはゼロとなる。

このようななか、海外進出にこれから乗り出すメーカーもみうけられる。ある府内メーカーでは、台湾に合弁会社を設立し、技術指導の下、生産体制を整えている。また、語学堪能な人材を積極的に採用している。ただし、工作機械メーカーの海外進出には、多くの規制（技術漏出防止やワッセナー協約（旧COCOM規制）など）がともない時間と労力がかかる面に課題がある。
超大型ものが堅調
新興国成長を背景に、船舶や原子力発電などの部品で数百トンの工作物を加工できる超大型ものの受注が堅調である。このクラスの品種を現在手がけているのは、アジアではほぼ日本だけであり、競争相手といえばドイツやイタリアぐらいである。府内および国内の工作機械メーカーのなかには、超大型ものの製品開発を進め、市場参入を図っているところもある。
原材料価格は上昇、製品価格は横ばい
原材料価格は再び上昇傾向にあり、鋳物の価格は、1年前から1割ほど上昇している。他方、製品価格にはなかなか転嫁できずに横ばいである。また、大型ものでも低価格製品は韓国や台湾との競争が激化している。
収益の動向

21年は新規受注が低調であったが、オーバーホール（機械製品を部品単位まで分解して清掃・再組み立てを行い、新品時の性能状態に戻す作業）などのメンテナンス、能力増強投資の需要は旺盛で、減収だが増益の企業もあった。しかし、大型もの向けにとって22年は全般的に減収減益であった。他方、超大型もの向けは、新興国の成長トレンドにともなう堅実な受注があり、収益は比較的堅調ではある。
雇用の動向
雇用状況をみると、工作機械業界の常用従業者数は、バブル崩壊後の５年時点において34,512人だったが、好況期の19年時点においては24,624人にまで減少した。ただし、不況期の21年時点では24,542人と横ばい、22年では23,390人と前年比5％以下の減少率にとどまった。（（社）日本工作機械工業会『工作機械主要統計』）。ヒアリングによると、雇用調整助成金は雇用維持に有効であったという声が多かった。
資金繰りに独自の問題
府内メーカーが主に扱う大型ものは、納期スパンが長いので、受注が立て込むと資金繰りが不安定になる。ある府内メーカーでは前受金を半分ぐらいもらうが、原材料購入のためには資金対策が必要になるという。
東日本大震災の影響

東日本大震災は、いくつかの影響がみられる。例えば、工作機械用部品の調達で支障が出たものの、代替品を探し出して対応したという事例や、被害を受けたユーザーへの出荷、据え付けが遅れたり、また、直接被害には合わなかったユーザーでも、納品延期を申し出た事例がみられた。また、海外ユーザーでも、原発事故の影響で検収に来ない事例もある。その他、東日本に所在するユーザーから震災で不具合が生じていないかのチェック要請が多発しており、その協力要請に対応する府内メーカーが多くある。
今後の見通し
大型もの向けは、これから中国やインドなど急拡大する新興国市場に照準をあわせ、海外展開や新製品開発などを加速させるメーカーが多い。一方で、深刻化しかねない東日本大震災の影響に懸念がある。特に今回の原発事故によって、原子力エネルギー推進政策の先行きが不透明となり、原発関係を手がけるメーカーは、今後の行く末を見守っている状況にある。

（小川　亮）

表１ 受注額（全国）
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金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 シェア 金額 金額

（百万円）（％）（百万円）（％）（百万円）（％） （％）（百万円）（百万円）

平成17年 1,363,203 110.3 746,709 111.0 616,494 109.4 45.2 1,275,637 644,180

18年 1,436,970 105.4 733,009 98.2 703,961 114.2 49.0 1,407,258 684,266

19年 1,589,991 110.6 726,424 99.1 863,567 122.7 54.3 1,522,632 758,815

20年 1,301,147 81.8 566,820 78.0 734,327 85.0 56.4 1,472,029 574,383

21年 411,809 31.6 159,648 28.2 252,161 34.3 61.2 596,926 382,592

22年 978,622 237.6 307,527 192.6 671,095 266.1 68.6 851,272 508,446

22年 3月 75,841 362.2 19,285 250.3 56,556 427.4 74.6 92,127 391,021

4月 80,825 320.9 22,200 182.1 58,625 451.2 72.5 56,541 415,848

5月 80,623 292.5 28,666 232.6 51,957 340.9 64.4 58,879 436,922

6月 83,747 239.5 29,247 202.3 54,500 265.7 65.1 67,413 453,059

7月 84,117 244.9 29,254 202.7 54,863 275.5 65.2 69,522 467,752

8月 85,851 270.0 28,627 223.8 57,224 301.1 66.7 72,895 479,710

9月 92,011 213.6 27,117 138.7 64,894 275.9 70.5 99,945 472,249

10月 80,233 171.0 25,364 161.1 54,869 176.1 68.4 66,157 485,579

11月 96,692 204.2 30,939 202.2 65,753 205.2 68.0 82,481 500,274

12月 98,790 164.0 31,526 178.7 67,264 157.9 68.1 89,754 508,446

23年 1月 104,576 189.8 31,615 200.4 72,961 185.5 69.8 73,165 540,302

2月 112,653 173.9 36,999 189.5 75,654 167.1 67.2 90,338 562,054

販売 受注残

内需 外需
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表２　外需の国・地域別受注額（全国）
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（百万円）（％） （％）（百万円）（％） （％）（百万円）（％） （％）（百万円）（％） （％）

平成21年 138,026 - 54.7 87,120 - 34.5 46,696 - 18.5 60,526 - 24.0

22年 408,838 296.2 60.9 253,005 290.4 37.7 106,114 227.2 15.8 141,805 234.3 21.1

22年 3月 37,112 - 65.6 22,011 - 38.9 8,377 - 14.8 10,184 - 18.0

4月 37,188 - 63.4 21,460 - 36.6 9,426 - 16.1 11,087 - 18.9

5月 31,668 - 61.0 17,418 - 33.5 7,639 - 14.7 11,579 - 22.3

6月 34,058 353.4 62.5 19,941 357.2 36.6 7,509 228.0 13.8 12,039 165.9 22.1

7月 33,657 372.3 61.3 21,054 482.2 38.4 9,408 167.2 17.1 10,673 256.4 19.5

8月 36,923 315.5 64.5 22,011 330.3 38.5 7,179 306.1 12.5 11,435 269.3 20.0

9月 36,192 248.7 55.8 25,768 301.3 39.7 9,396 230.5 14.5 17,672 413.7 27.2

10月 29,156 154.8 53.1 18,433 172.7 33.6 11,038 220.2 20.1 13,456 198.7 24.5

11月 38,976 199.1 59.3 27,736 218.9 42.2 12,695 232.3 19.3 12,268 194.6 18.7

12月 38,352 132.1 57.0 25,464 125.8 37.9 11,600 209.5 17.2 15,673 227.6 23.3

23年 1月 44,896 172.7 61.5 32,884 216.8 45.1 11,511 208.6 15.8 15,177 211.6 20.8

2月 45,458 153.8 60.1 31,971 193.3 42.3 11,723 185.3 15.5 17,530 204.7 23.2

アジア 欧州 北米

うち中国
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表３　内需の業種別受注額（全国）
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（百万円）（％）（百万円）（％）（百万円）（％）（百万円）（％）（百万円）（％）

平成17年 302,287 114.3 258,959 114.8 44,296 87.0 32,913 99.8 23,942 138.2

18年 330,108 109.2 195,505 75.5 52,333 118.1 36,813 111.8 27,066 113.0

19年 319,284 96.7 213,125 109.0 46,355 88.6 31,571 85.8 29,796 110.1

20年 248,456 77.8 161,336 75.7 33,058 71.3 24,735 78.3 30,798 103.4

21年 68,911 27.7 33,862 21.0 12,488 37.8 7,666 31.0 11,183 36.3

22年 125,580 182.2 89,373 263.9 19,231 154.0 21,461 280.0 14,049 125.6

22年 3月 7,497 183.1 5,335 896.6 1,111 197.3 1,577 436.8 323 43.6

4月 9,665 211.7 5,937 203.3 1,639 419.2 1,516 228.0 970 44.2

5月 10,165 195.5 11,489 357.5 1,365 105.8 2,256 652.0 416 64.3

6月 12,183 173.3 7,760 260.9 1,784 184.7 2,279 301.9 1,772 151.2

7月 12,273 204.1 8,418 195.1 2,361 148.9 1,807 266.5 1,186 197.3

8月 13,072 248.7 7,632 256.7 2,162 136.7 1,746 589.9 572 78.2

9月 11,546 121.9 6,408 176.4 1,686 183.5 1,938 202.3 1,089 72.8

10月 10,864 170.7 7,244 201.9 1,646 101.4 1,448 193.8 1,374 160.3

11月 13,767 243.9 9,048 252.6 1,454 147.3 2,057 244.0 1,482 150.9

12月 11,085 172.7 9,083 241.0 1,999 207.6 2,287 213.5 3,251 305.0

23年 1月 13,394 218.2 10,037 219.1 1,414 157.6 1,930 168.0 830 123.1

2月 17,797 243.0 8,705 135.2 3,048 270.5 1,688 120.5 1,599 170.1

一般機械器具 自動車 電気機械器具 精密機械

航空機・造船

・輸送用機械
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